
１　特　別　職

職員数 報　酬 給　料 期末手当 地域手当 寒冷地手当 その他手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長　等 2 20,568 9,412 823 30,803

議　員 22 111,043 48,856 159,899

その他
特別職

1,513 146,071 8,640 3,954 346 159,011

計 1,537 257,114 29,208 62,222 1,169 349,713

長　等 2 20,568 9,199 823 30,590

議　員 22 111,043 47,746 158,789

その他
特別職

1,259 118,258 8,640 3,864 346 131,108

計 1,283 229,301 29,208 60,809 1,169 320,487

長　等 213 213

議　員 1,110 1,110

その他
特別職

254 27,813 90 27,903

計 254 27,813 1,413 29,226

長　等

議　員

その他
特別職

計

長　等

議　員

その他
特別職

計

長　等

議　員

その他
特別職

計

35,928

193,929

352

27,922

28,511

19

比
　
　
　
較

237

△715

133,538

363,39542,908

24

△758

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

2,430

42,193

5,338

35,140

合　　　計（千円）

5,362

34,382

2,449

共　済　費（千円）

36,165

194,281

161,460

391,906

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

区　分

区　分 備　　　　　　　　　　考

給 与 費 明 細 書
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２　一　般　職
　（１）総　括

( 806 )

1,081

( 749 )

1,084

( 57 )

△3

　＊（　　　）内の職員数は再任用短時間勤務職員及びパートタイムの会計年度任用職員を表す

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

24,198 28,560 66,846

3,823,933 2,235,244

752,608

728,410

計

(千円)

職　員　手　当

3,852,493

(千円)

6,907,191

6,787,587

2,302,090

15

109,080

区分

本年度 603,852

119,604

△3,000 30,7795,665

167,906 1,842

比較 36,740

前年度

比較 685

勤勉手当

（千円）

112,080 972,618前年度 3,216

本年度 3,901 173,571 1,857 1,003,397

区分
特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿日直手当 管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円）（千円） （千円）

備　　　　　　　　　　考

（千円） （千円） （千円） （千円）

合計（千円）

8,234,874

8,096,805

138,069

本年度

前年度

比　較

45,85463,409

区分

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

567,112

比較

65,638

241,510 55,659

240,129 59,377

△2,229 1,381

本年度

前年度

△3,718

共済費（千円）

1,327,683

1,309,218

18,465

本年度

45,326

528

扶養手当 地域手当 住居手当 初任給調整手当 通勤手当

（千円）

区　分

報　　　　酬

(千円)

給　　　　料

(千円)(人)

職 　員　 数

前年度

比　較

区　分
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  （２）給料及び職員手当の増減額の明細

 区　 分 増減額(千円) 備　　　考

給   料 28,560
給与改定に伴う増
減分

9,992 給料改定率 0.30％

昇給に伴う増加分 39,552 平均昇給率      1.27％

昇給期　　 　　　　1月

実質昇給人数 806人

その他の増減分 △ 20,984

△ 20,984

職員手当 66,846
制度改正に伴う増
減分

35,408 地域手当 600 給料改定に伴うはね返り

時間外勤務手当 747 給料改定に伴うはね返り

期末手当 2,081 給料改定に伴うはね返り

勤勉手当 31,980
年間+0.10月分改定
1.90月分→2.00月分

その他の増減分 31,438 扶養手当 △ 2,229

地域手当 781

住居手当 △ 3,718

通勤手当 528

特殊勤務手当 685

時間外勤務手当 4,918

宿日直手当 15

管理職手当 △ 3,000

期末手当 28,698

勤勉手当 4,760

増減事由別内訳（千 円） 説         明

職員数の減による

前年度給与改定に伴う増加
分
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 （３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

　　　　 区             分 技 能 労 務 職

285,012

312,531

52.2

285,769

312,842

52.9

イ　初 任 給

国 の 制 度

　区　分
     (円) (円)

高 校 卒 154,600

大 学 卒 185,200

行    政    職

318,438

364,977

318,681

令和5年1月1日
現在

平均給与月額 (円 )

平均給料月額 (円 )

平均給料月額 (円 )

191,700

平 均 年 齢 ( 歳 ) 41.8

平 均 年 齢 ( 歳 )

164,100

平均給与月額 (円 )

行 政 職 (円 )
行 政 職

173,100

技 能 労 務 職

365,503

41.8

令和4年1月1日
現在
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    ウ　級別職員数

　  技  能  労  務  職

 ( 0 ) ( -    )  ( 1 ) ( 100.0 )

69 8.7 38 58.5

 ( 0 ) ( -    )  ( 0 ) ( -    )

160 20.2 27 41.5

 ( 10 ) ( 100.0 )

182 23.0

 ( 0 ) ( -    )

83 10.5

 ( 0 ) ( -    )

109 13.7

 ( 0 ) ( -    )

96 12.1

 ( 0 ) ( -    )

62 7.8

 ( 0 ) ( -    )

21 2.6

 ( 0 ) ( -    )

11 1.4

 ( 10 ) ( 100.0 )  ( 1 ) ( 100.0 )

793 100.0 65 100.0

 ( 0 ) ( -    )  ( 1 ) ( 100.0 )

70 8.9 36 55.4

 ( 0 ) ( -    )  ( 0 ) ( -    )

161 20.5 29 44.6

 ( 12 ) ( 100.0 )

177 22.5

 ( 0 ) ( -    )

74 9.4

 ( 0 ) ( -    )

112 14.2

 ( 0 ) ( -    )

105 13.3

 ( 0 ) ( -    )

56 7.1

 ( 0 ) ( -    )

21 2.7

 ( 0 ) ( -    )

11 1.4

 ( 12 ) ( 100.0 )  ( 1 ) ( 100.0 )

787 100.0 65 100.0

＊（    ）内の職員数及び構成比は再任用短時間勤務職員を表す

現在

令和5年1月1日

現在

令和4年1月1日

３級

５級

 計

９級

２級

４級

１級

７級

８級

６級

７級

 計

８級

 計  計

３級

２級 ２級

４級

６級

５級

１級

９級

構成比(%)

１級 １級

２級

級 職員数(人)
   区     分

　　    行  政  職

級 職員数(人) 構成比(%)
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  （級別の基準となる職務）

  エ　昇給

   　　　区           分

 職   員   数    （Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５号給（人）

６号給（人）

７号給（人）

８号給（人）

９号給（人）

 職   員   数    （Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５号給（人）

６号給（人）

７号給（人）

８号給（人）

９号給（人）

1

0

比　　率（Ｂ）／（Ａ）　（％） 91.7 92.6 78.7

626 592 34

0 0 0

4 0

16 14 2

前
　
　
年
　
　
度

号給数別内訳

36 36

2 1

0 0

756

0 0

11

0

877 61

48

120 109

0

830

756

0

4

1

1

0

816

804

118

38

591

124

38

8 7

比　　率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

38

0

0

1

79.390.3

0

629

1

1

6

0

0

91.1

区　分

行政職 技能労務職

号給数別内訳

合  計

888

802

0

0

本
　
　
年
　
　
度

2

行政職

技　能

労務職

58

46

0

0

１　級

給食調理員
土木業務員
自動車運転手
等の職務

２　級

主事、技師、
保育士の職務
又はこれに相
当する職務

左の職務のう
ち相当の技能
又は経験を必
要とする技能
労務職員

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級 ９　級

主事補、技師
補、保育士の
職務又はこれ
に相当する職
務

主任の職
務又はこ
れに相当
する職務

主査の職
務又はこ
れに相当
する職務

副主幹の職
務又はこれ
に相当する
職務

主幹の職
務又はこ
れに相当
する職務

課長の職
務又はこ
れに相当
する職務

次長の職
務又はこ
れに相当
する職務

部長の職
務又はこ
れに相当
する職務
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    オ　期末・勤勉手当

＊（   ）内は再任用職員の支給率を表す

    カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

    キ　地域手当

　支   給   率  （％） 　支給対象職員数（人）

6 6

    ク　特殊勤務手当

　　   　　　　　（％） 0.0

0.0

 市税等事務手当  市税等事務手当

 社会福祉業務手当  社会福祉業務手当

支 給 対 象 地 域

市 内 全 域

国の制度

6.9

支給対象職員の比率(％)

（令和5年1月1日現在）

47.709
(支給率等)

24.586875 33.27075

7.5

名               称

区 分

給料総額に対する比率

0.10.1

全     職     種

代表的な特殊勤務手当の

備  考

区　分
者（月分）

25年勤続の

支給率等 24.586875

20年勤続の

者（月分）

33.27075 47.709 47.709

有

支 給 期 別 支 給 率

本  年  度

６月（月分） 12月（月分）

2.2002.200

支給率計(月分)区　　　分

職制上の段階、

よる加算措置

職務の級等に

有

(1.150)

(1.125) (1.125)
前  年  度

2.150

(1.150)

2.150

(1.150)

有

( 2.300 )

4.400

4.300

( 2.250 )

国 の 制 度
2.200

(1.150)

（月分）

4.400

最高限度

2.200

( 2.300 )

35年勤続の

者（月分）
備　考

技能労務職

 国の指定基準に基づく
支給率(％)

888

その他の加算措置等

行  政  職

47.709
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ケ　  その他の手当

ｏ子１人につき 10,000 円

ｏ配偶者、父母等１人につき

（7級以下） 6,500 円

国と同じ （8級） 3,500 円

（9級） 0 円

ｏ満16歳の年度始めから満
 22歳の年度末までの子１人
 につき加算

5,000 円

　借家 　借家

　  基礎控除額 16,000 円

　  全額支給限度額 11,000 円

　  1/2加算限度額 17,000 円

　  最高支給限度額 28,000 円

(1) 交通機関等利用者 (1) 交通機関等利用者

　６箇月以下の月数の運賃等相当額

　１箇月当たりの支給限度額 55,000 円

(2) 交通用具利用者 (2) 交通用具利用者

　  ５㎞未満 2,000 円

　  ５㎞以上10㎞未満 4,200 円

　  10㎞以上15㎞未満 7,100 円

　  15㎞以上20㎞未満 10,000 円

　  20㎞以上25㎞未満 12,900 円

　  25㎞以上30㎞未満 15,800 円

　  30㎞以上35㎞未満 18,700 円

　  35㎞以上40㎞未満 21,600 円

　  40㎞以上45㎞未満 24,400 円

　  45㎞以上50㎞未満 26,200 円

　  50㎞以上55㎞未満 28,000 円

　  55㎞以上60㎞未満 29,800 円

　  60㎞以上 31,600 円

(3) ２㎞以上の同乗者

1,000 円

扶養手当

区      分
国の制度と
の異同

同じ

入   間   市

差   異   の   内   容

国  の  制  度

同じ

国と同じ

通勤手当 異なる

国と同じ

国と同じ

住居手当
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